





所得税法第 9条≪非課税所得≫ 1項 16号（以下「本件非課税規定」という。）
の「相続、遺贈又は個人からの贈与により取得するもの」の解釈・適用を巡っ
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ゲインへの相続人段階での所得課税についても、東京高裁平成 25年 11月 21
日判決 [ 平成 25年（行コ）第 268号 ]（以下「土地二重課税判決」といい、その
事件を「土地二重課税事件」という。）などにおいて、二重課税が生じている
とする訴訟が提起されている。


























①平成 16 年 10 月 12 日　大阪地裁にてB社の破産手続開始。
②平成 17 年及び 19 年　B社の従業員ら及びC労働組合が原告らないしB
社に対し、損害賠償請求訴訟を提起。
③平成 18 年 10 月 29 日　A 死亡。原告 E が B社の株式の全部である 9 万
株を相続。
④平成 19 年 5 月 15 日　清算手続開始。
⑤平成 19 年 8 月 28 日　相続税の申告書提出。株式の評価額は清算による
残余財産分配見込み額であるとして 407,696,500
円を計上。
⑥平成 21 年 11 月 18 日　上記損害賠償請求訴訟の和解成立（和解金 2400
万円の支払）。




⑨平成 23 年 3 月 12 日　平成 22 年分の確定申告書を提出。みなし配当金
179,066,037 円を計上。
⑩平成 23 年 4 月 27 日　配当所得の金額を零円とする平成 22 年分の所得
税の更正請求書を提出。同年 8 月 30 日付で更正
をすべき理由がない旨の通知処分を受ける。
























































第 1節　最高裁第二小法廷平成 22 年 7 月 6 日判決（年金二重課税事件）
１　事案の概要と判決の内容
本件は、原告甲の夫である被相続人乙が、平成 8年 8月 1日に生命保険会
社との間で、乙を契約者兼被保険者、甲を受取人とする年金払保証特約付終
身保険契約（以下、この節において「本件保険契約」という。）を締結し、乙










て、同年分の所得税の更正処分を行った。甲は、平成 15年 8月 27日に丁税
務署長に対し相続税の申告書を提出したが、その申告に係る相続財産の中に
は、本件年金受給権に係る年金の総額 2300万円に 0.6 を乗じた 1380万円が
5
相続税と所得税の二重課税問題について
―大阪地裁平成 27 年４月 14 日判決を題材として―
含まれていたことから、当該年金は、相続税法第 3条 1項 1号の保険金に該






































第２節　東京高裁平成 25 年 11 月 21 日判決（土地二重課税事件）
１　事案の概要と判決の内容
本件は、亡 Z から相続により原告 X が取得した建物等の譲渡に係る所得
税を分離長期譲渡所得の金額に計上し、平成 21年分所得税の確定申告をし




































































































































































































67 条の 4 ≪贈与等により取得した資産に係る利子所得等の金額の計




（イ）所得税法第 25 条 1 項 3 号に規定する「法人の解散による残余財産の


















































イ（ア）のとおり、所得税法第 67条の 4が同法第 60条と同趣旨の取扱いを確
認的に規定するものであるとしているが、この点の判断は示されていない。




の 4 が同法第 60条 1項の取得費等の引継ぎ規定を確認的に規定するもので
あるということは、その内容の重要さに照らすと直ちには賛成しがたい。た


























































































































































































































































































































































































































1   財産評価基本通達 189 － 6 は、清算中の会社の株式の評価の方法につき、清算の結果分
配を受ける見込みの金額の課税時期から分配を受けると見込まれる日までの期間に応ず
る基準年利率による複利現価の額によって評価する旨定めている。
















る部分が所得税法第 9 条 1 項 15 号所定の非課税所得には該当しないこととされた事例」




















11  同改正により、旧所得税法第 6 条≪非課税所得≫ 5 号が改められ、「第 9 条第 1 項第 8
号に規定する所得のうち、贈与、遺贈又は相続に因り取得したもの、生命保険契約に基







13  所得税法第 67 条の 4は次のように規定している。














―大阪地裁平成 27 年４月 14 日判決を題材として―
18  前掲（4）　19 頁
19  昭和 32 年 12 月付税制調査会「相続税制改正に関する税制特別調査会答申」
「相続の開始により相続人その他の者が被相続人から承継する財産に対し、相続税を課
することは、それがどのような課税方式をとるにしても、相続の開始によって被相続人
から相続人等に移転する財産に対する課税となり、その際に、相続人の取得する財産に
応じその一部が課徴されることとなる。その意義は、これにより富の集中の抑制を図る
ことにある。」
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